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21年の企業の内部留保516兆円、民間平均賃金は443万円 資本の搾取は続く

国税庁は、毎年のこの時期（9 月最終週）に、民間給与の統
計を発表する。、民間企業で働く労働者の 1 年間の平均給与が
443 万円で、3 年ぶりに微増に転じたことが分かった。平均給
与は、新型コロナウイルスの感染が拡大する（前→下段表に続
く）

性別でみると、男性の平均給与は 545 万円、女性は 302
万円と依然、大きな差がある。また、会社員など正規労働
者の平均給与は 508 万円、非正規労働者の平均給与は 198
万円となっている。一時金（ボーナス）の平均は 67 万円
で、ここでも新型コロナの影響で大幅に減少した前の年を
微増、2 年ぶりに増加した。業種別でみると、「宿泊業、
飲食サービス業」が最も平均給与が少なく 259万円。一時
金（ボーナス）の前の年からの伸び率は 14 ％あまり伸び
た。
正社員の平均給与は 508万円、非正規社員の人の平均給

与は 198万円。両者の給与の差は 310万円で、格差は縮ま
らない。また、平均一時金（ボーナス）は 67 万円（昨年
比 3・1%増）で、こちらも 2 年ぶりに微増。宿泊・飲食
業（同 14・2%増）やサービス業（同 13・1%増）など、
コロナ禍で売り上げが落ち込んだとみられる業種の増加率が大きかった。
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◆2018年が441万円
◆2019年は436万円
◆2020年は433万円と2年連続で前の年を下回った
◆2021年は443万円の微増
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【解説】
国税庁は9月28日、民間企業で働く会

社員やパート従業員らを対象にした民
間給与実態統計調査の結果を発表した。
2021年の平均給与は443万円（前年比2
・4%増）で3年ぶりに増加。新型コロナ
ウイルスの感染拡大前の水準に回復し
た。
コロナの影響を受けた企業の業績が

ある程度持ち直し、給与に反映された
ことなどが要因とみられる。平均給与
の男女別では、男性が545万円（同2・5
%増）、女性は302万円（同3・2%増）。女
性は男女別の調査を始めた1978年以降
の最高額で、初めて300万円を超えた。
男女を合わせた正社員の平均給与は、

508万円、パートやアルバイトなど正社
員以外の人の平均給与は198万円。両者
の給与の差は310万円で、縮小傾向にあ
るというが、その格差は縮まらない。

30年間、400万円代前半を推移
2021年の給与所得者の平均年収（平

均給与・手当+平均賞与）は、443万300
0円。12年前の2010年は412万円、32年
前の1990年は425万円となっている。つ
まり、ここ30年間で日本の平均給与は4
00万円代前半を推移している。
昨年誕生した岸田政権下で、「賃金ア

ップ」を掲げたが、全く進展の兆しが
見えない。それどころか、実質賃金も
上がらず、資本の利潤だけが上がり続
け、2021年の内部留保は516兆4750億円
（前年比プラス6.6%）に登った。改め
ていえることは、労働者の団結なしに賃上げは実現できない。

賃上げは労働者の団結から！
2021年度の給与所得者は全体で5244万6000人。このうち、年収400万円超500万円以

下の給与所得者は、764万3000人がいる。つまり、全体のうち、14.6％が「年収400万
円超500万円以下」の区分に入っているということになる。また、給与所得者のボリ
ューム層は、年収300万円超400万円以下の17.4％となっており、さらに「年収500万
円以下」に範囲を広げると、全体の69.7％を占めていることが分かる。日本の給与所
得者のうち、約7割が年収500万円以下というデータがみられる。
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